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業界の動き業界の動き
●情報連絡員からの景況報告の概要

▶ 売 上 高 （前年同月比）

▶ 収益状況 （前年同月比）

▶ 景 況 感 （前年同月比）

業界からの報告業界からの報告▶データから見た

●DI値 ▲4（前年同月比＋20）
●業種別DI値
　製造業 ＋15(前年同月比＋40)
　非製造業 ▲17(前年同月比＋6)
●前月比DI値
　製造業 不変
　非製造業 3ポイント改善

●DI値 ▲8（前年同月比＋14）
●業種別DI値
　製造業 ＋10(前年同月比＋35)
　非製造業 ▲20(前年同月比±0)
●前月比DI値
　製造業 10ポイント改善
　非製造業 10ポイント悪化

●DI値 ▲10（前年同月比＋8）
●業種別DI値
　製造業＋ 10(前年同月比＋30)
　非製造業 ▲23(前年同月比▲6）
●前月比DI値
　製造業 10ポイント改善
　非製造業 4ポイント改善
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山梨県食肉事業協同組合連合会　代表理事　高野 修一 氏

　当組合は、流通の近代化・合理化を進め消費者に食肉を安定供給す
るため、当時設立されていた甲府食肉組合、峡東食肉組合、郡内食肉組
合及び大月食肉商業組合の食肉販売業者による連合会として昭和43
年に設立されました。
　国民の食生活は大きく改善され、最近は食品に対するニーズの多様
化や健康志向の中で、消費者の食肉に対する品質や安全性への関心が
高まっています。当組合では、こうした社会状況に対応するために、生
産者から消費者まで顔の見える関係を構築し、「食肉の安全・安心」の
確保のための各種講習会などに取り組んでいます。また、食肉の正しい
知識の普及や消費拡大のための情報提供に努めており、その一つとし
て、県内各地で開催されるイベントに参加し、「県産食肉の安全・安心」
などのPR活動を展開しています。
　最近は、大型量販店との競合、人材確保、後継者難や経営者の高齢

化など食肉店を取り巻く経営環境は非常に厳しいものとなっています。
更に、TPPが発効されると海外からの輸入食肉が増大し、日本の畜産
の仕組みでは内外価格差を克服することが難しく、国内生産に深刻な
影響を与えることが懸念されます。こうした動きに対応するためには、
ブランド化や畜産物の安全性、食味の優位性等をアピールすることで、
競争力を付け、消費者を獲得することが必要です。
　本県には甲州牛をはじめ、甲州ワインビーフ、甲州富士桜ポークや
甲州地どりなど、豊かな自然の中で丹念に育てあげられた数々の県産
ブランドの食肉があります。こうしたブランド食肉を県内外へ広くPR
し、「安全安心で美味しい」お肉をお届けし、豊かな食生活を提供する
組織として消費者からの信頼を高めるため、組合員が一致団結して努
力を重ねていきたいと思います。
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　平成30年2月の山梨県内の全業種のDI値は、前年同月比で、売上高は
20ポイント、収益状況は14ポイント、景況感は8ポイント改善しているが、
いずれのDI値も負数であり、県内中小企業にとっては、回復傾向にあるも
のの、実感とすれば弱いものであることが伺える。
　前月比で比較すると収益状況は2ポイント悪化したが、売上高で2、景
況感は6ポイント改善している。
　業種別のDI値において、製造業における前年同月比は、骨材製造におけ
る製品出荷量や、木材・木製品製造業の受注減少の報告はあるものの、金
属加工及び一般機器の業界が好調で、製造業全体として、売上高は40ポ
イント、収益状況は35ポイント、景況感は30ポイントそれぞれ改善した。
　一方、非製造業においては、平昌オリンピックの開催から映像関連商品
の売上が期待されたが盛り上がりに欠け、青果や石油原価の高騰から前
年同月比は全体として景況感は6ポイント悪化した。売上高は6ポイント
改善したが、収益にはつながっていない。
　年度末に向け、業種によっては繁忙期であるが年々仕事の総量は減少
している。また、仕事に対し、人材が不足し受注に対応できないとの報告
があり、多くの業種で人材の確保は引き続いての課題である。

2月分2月分

平成30年

■製造業
●食料品（水産物加工）／ギフトの売上はセレ
モニー関係が大幅に落ち込み前年比63%。
業務用は大口先が落ち込み前年比86%。
全体として前年同月比88.4%。

●食料品（洋菓子製造）／自社製品の売上は
量販店向けは横ばいだが、専門店向け及び
輸出が低調で前年比96.6%。OEMは前年
並みを維持し、全体の売上は前年同月比
98.8%。

●食料品（パン・菓子製造業）／売上の前年
同月比は1月に続き5%改善しているが、菓
子作りにかかる手間や、ボイラーに使用する
燃料費の単価が高騰し、収益にはつながら
ない。

●食料品（酒類製造業）／ワイン消費量が下
降気味のため、消費欲の向上につながるPR
を検討していく。

●木材・木製品製造／公共工事、一般住宅へ

の需要が激しく落ち込み、売上高は前年同
月比34%減少。

●窯業・土石（砂利）／昨年末からの需要の高
まりから骨材の在庫不足が続く。売上高は
前年同月比20%改善。

●窯業・土石（山砕石）／製品出荷量の減少
に歯止めがかからない。改善傾向は見られ
ず先行き不透明。売上高は前年同月比7%
悪化。

●鉄鋼・金属／前年同月比で売上高、収益状
況、景況感とも5%増加。今年の6月までは
受注がある状況である。

●一般機器／半導体関連が好調だが、自動車
関連や大手企業は生産拠点を海外に移す
傾向があり、今後の動きに注視が必要。売上
高は5%、収益状況は3%それぞれ改善した。

●電気機器／航空機業界は低迷が続く。半導
体部品製造は前年に比べて仕事量は増加。

■非製造業
●卸売（紙製品）／中国の古紙類の輸入規制
による影響から、売上高、収益状況及び景
況感はそれぞれ20%悪化。

●卸売（ジュエリー）／国内の流通は低迷が
続く。3月に行われる香港フェアの動向に期
待している。

●小売（青果）／昨年からの仕入価格の高騰
に加え、強い寒気の影響から野菜の生育不
良、低温障害が発生。販売価格が上昇し売
上高は15.2%増加したが、販売価格が仕入
れ価格の上昇に追いつけず収益状況を圧
迫し20%悪化。春物野菜も少雨・低温の影
響から生育が遅れている。

●小売（その他）／平昌オリンピックによる映
像関連商品の売上増を期待したが、期待以
下の状況。売上高、収益状況それぞれ5%
悪化。

●小売（石油）／原油の協調減産により原油
価格が高騰。

●商店街／周辺を含めた大月商店街の活性
化に向け、地域再生事業の早期実現のため
に、委員会を立ち上げ検討を行っていく。

●宿泊業／2月は毎年冬休み明けという事や
寒気の影響から1年のうち最も売上が悪化
するが、今年は平昌オリンピックの影響が重
なり宿泊数が減少した。受験の宿泊も学生
の地元志向の強まりから前年比で売上、収
益状況、景況感それぞれ3%減少した。また、
従業員の不足が続いている。

●美容業／組合員の高齢化が組合の脱退に
つながり、組合員数が少しずつ減少してい
る。毎年2～3月にかけて従業員が減少する
傾向があり、売上で前年同月比20%悪化し
た。

●建設業（総合）／2月の県内公共工事動向
は、前年同月比で件数は12%増加し、請負
金額は10%増化している。これは前年度の
請負が少なかったためで、今年度の累計に
おいては件数、請負金額とも3%減少と厳し
い状況である。

●建設業（型枠）／近年、型枠工事の作業員
不足の情報から、鉄筋コンクリート造から鉄
骨や木造に構造変更が行われる傾向があ
る。この傾向が進むと型枠はもちろん、鉄筋
工やコンクリートの出荷量にも影響が及ぶと
考えられる。業界の維持や、耐震・防災の観
点から公共工事等に関しては鉄筋コンクリ
ート造の建築を望む。

●建設業（鉄構）／鋼材等の材料価格が上昇
傾向であり、収益状況が5%悪化した。受注
は首都圏などの県外物件に依存する傾向
が続いている。県内では民間物件が主体で
はあるが、庁舎や大学等の公共物件も出始
めている。

●設備工事（電気工事）／都市圏での工事量
に比べ、県内の工事は少ない。

●設備工事（管設備）／国土交通省の建設労
働需要調査によると、配管工の不足率は
1.2%。やや不足気味で推移している。雇用
条件として労務単価等の改善は中小企業
にまで普及していないように感じる。

●運輸（トラック）／ドライバー不足が深刻だ
が、改善の見込みはない。労働力不足等に
よる長時間労働や過重労働の抑制のため
「適正取引及び労働時間のルール」への理
解と協力を求める文書が国土交通省、厚生
労働省、経済産業省、公正取引委員会の連
名で荷主宛に送付される予定がある。


